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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第９期

第２四半期
累計期間

第８期

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年６月30日

自 2022年１月１日
至 2022年12月31日

売上高 (千円) 343,095 635,988

経常損失（△） (千円) △122,861 △321,313

四半期（当期）純損失（△） (千円) △123,293 △322,178

資本金 (千円) 345,732 345,732

発行済株式総数 (株) 6,670 6,670

純資産額 (千円) 9,746 133,039

総資産額 (千円) 525,814 683,547

１株当たり四半期（当期）純損失
（△）

(円) △73.94 △204.79

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 1.7 19.3

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △166,979 △313,414

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) 2,041 △11,905

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 85,527 403,297

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 320,756 400,167

回次
第９期

第２四半期
会計期間

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年６月30日

１株当たり四半期純損失（△） (円) △47.38

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できていないため、また、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載

しておりません。

４．当社は、第８期第２四半期累計期間については、四半期財務諸表を作成していないため、第８期第２四半期

累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．当社は、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純損失を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当新規上場のための四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性が

あると認識している主要なリスクの発生又は新規上場申請のための有価証券報告書（Iの部）に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末における流動資産は511,183千円となり、前事業年度末に比べ155,130千円減少いたしま

した。これは主に現金及び預金が79,410千円及び未収入金が68,128千円減少したことによるものであります。固定

資産は14,630千円となり、前事業年度末に比べ2,603千円減少いたしました。これは主に差入保証金が3,251千円減

少したことによるものであります。

　この結果、総資産は、525,814千円となり、前事業年度末に比べ157,733千円減少いたしました。

（負債）

　当第２四半期会計期間末における流動負債は311,188千円となり、前事業年度末に比べ234,439千円減少いたしま

した。これは主に短期借入金が113,500千円、預り金が72,692千円及び未払金が55,523千円減少したことによるも

のであります。固定負債は204,879千円となり、前事業年度末と比べ200,000千円増加となりました。これは長期借

入金が200,000千円増加したことによるものであります。

　この結果、負債合計は、516,068千円となり、前事業年度末に比べ34,439千円減少いたしました。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産合計は9,746千円となり、前事業年度末に比べ123,293千円減少いたしま

した。これは四半期純損失計上により利益剰余金が123,293千円減少したことによるものであります。

(2) 経営成績の状況

　当年度の第２四半期においては、新型コロナウイルスの収束に伴ってのリベンジ消費の逆風の中でしたが、引き

続きCtoCプラットフォーム「ポケットマルシェ」を中心としつつ、他サービスも含めて継続的な成長を遂げており

ます。具体的には、行政における新年度が４月から開始することに伴い、行政からの受託案件も徐々に増加傾向に

あります。また、夏に実施する「ポケマルおやこ地方留学」は、岩手・和歌山に加えて、北海道・京都・福岡での

開催が決まり、全国展開をスタートし、募集を開始いたしました。

　CtoCプラットフォーム「ポケットマルシェ」においては、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限が全面的に

解除されて外出傾向が強まる中で、当初の想定を下回る部分もありましたが、３月から４月を底として回復傾向に

あります。また、サイト上においては、利用履歴をリニューアルすることで、リピート購入を促す施策を実施する

など、継続的な改善を行っております。さらには、４月に「南国フルーツ定期便」、５月には「桃の最旬リレー定

期便」といった定期便サービスを連続でリリースしており、いずれも完売となっています。

　行政からの受託案件については、過年度からの継続受託である和歌山県橋本市の橋本ふるさと便事業（送料無料

キャンペーン事業）、群馬県のEC活用促進事業など、従来メインであった「ポケットマルシェ」を基盤とした販促

系事業に加えて、大分県の海外インバウンド促進事業、熊本県熊本市の小売や飲食店等などの他流通も含めた食の

魅力発信事業、福島県郡山市の国内交流人口創出事業など、新領域でのサービス受託が増加しています。販促系領

域だけでなく観光や交流、非ECも含めた流通など新たなジャンルにも挑戦しながら、着実に実績を積み上げてまい
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ります。

　この結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高343,095千円、営業損失163,724千円、経常損失122,861千

円、四半期純損失123,293千円となりました。

　なお、当社の事業は、関係人口創出事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前事業年度末より79,410千

円減少し、当第２四半期会計期間末に320,756千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は

次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は166,979千円となりました。これは主に税引前四半期純損失122,861千円及び預り

金が72,692千円減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は2,041千円となりました。これは主に差入保証金の返還による収入3,251千円等に

よるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は85,527千円となりました。これは主に短期借入金の純増減額による支出113,500

千円及び長期借入れによる収入200,000千円等によるものであります。

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありま

せん。

(5）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

(7）研究開発活動

　該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000

計 50,000

（注）2023年８月30日開催の臨時株主総会決議により、2023年８月30日付で定款の変更を行い、発行可能株式総数が
19,492株減少し、30,508株となっております。また、2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２
日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割を行っており、またこれに伴う定款の変更を行い、発行可能株
式総数は7,596,492株増加し、7,627,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,670 1,906,750 非上場 単元株式数は100株であります。

計 6,670 1,906,750 ― ―

（注）１．2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割
を行っております。これにより、発行済株式数は1,899,123株増加し、1,906,750株となっております。

　 ２．2023年８月30日開催の臨時株主総会決議に基づき、2023年９月２日付で定款の一部変更が行われ、１単元を
100株とする単元株制度を採用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　 該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年６月30日 ― 6,670 ― 345,732 ― 145,732

（注）１．2023年８年29日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が57株、資本金及び資本準
備金がそれぞれ12,825千円増加しております。

２．2023年７月１日から2023年８月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が900株、資本金
及び資本準備金がそれぞれ22,950千円増加しております。

３．2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割
を行っております。これにより、発行済株式数は1,899,123株増加し、1,906,750株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

2023年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

PNB-INSPiRE Ethical Fund 1 投
資事業有限責任組合

東京都港区南青山５丁目３番10号 フロムフ
ァーストビル306

1,233 18.49

小橋工業株式会社 岡山県岡山市南区中畦684 955 14.32

株式会社丸井グループ 東京都中野区中野４丁目３番２号 667 10.00

髙橋 博之 岩手県花巻市 433 6.49

大塚 泰造 京都府京都市中京区 367 5.50

アグリビジネス投資育成株式会社
(農林中央金庫信託口)

東京都千代田区大手町一丁目３番１号JAビル 309 4.63

株式会社メルカリ 東京都港区六本木６丁目10番１号 300 4.50

株式会社ユーグレナ 東京都港区芝５丁目29番11号 300 4.50

本間 勇輝 長野県北佐久郡御代田町 201 3.01

株式会社電通グループ 東京都港区東新橋１丁目８番１号 142 2.13

計 ― 4,907 73.57

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)

普通株式

6,670 6,670

完全議決権株式であり、株主として
の権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であります。
なお、当社は単元株制度は採用して
おりません。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 6,670 ― ―

総株主の議決権 ― 6,670 ―

（注）１．2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割
を行っております。これにより、発行済株式数は1,899,123株増加し、1,906,750株となっております。

２．2023年８月30日開催の臨時株主総会決議に基づき、2023年９月２日付で定款の一部変更が行われ、１単元を
100株とする単元株制度を採用しております。

② 【自己株式等】

　該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間(2023年４月１日から2023年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(2023

年１月１日から2023年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビ

ューを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年12月31日)

当第２四半期会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 400,167 320,756

売掛金 43,076 33,337

商品 300 ―

仕掛品 413 448

貯蔵品 32 27

前払費用 9,769 17,217

未収入金 207,509 139,380

未収消費税等 4,986 ―

その他 116 58

貸倒引当金 △58 △44

流動資産合計 666,314 511,183

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 0 0

建物附属設備（純額） 1,642 1,584

工具、器具及び備品（純額） 455 227

有形固定資産合計 　 2,098 1,812

無形固定資産

商標権 4,583 4,729

無形固定資産合計 4,583 4,729

投資その他の資産

出資金 10 10

敷金 4,200 5,004

差入保証金 6,077 2,825

長期前払費用 265 249

投資その他の資産合計 10,552 8,089

　固定資産合計 17,233 14,630

資産合計 683,547 525,814
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年12月31日)

当第２四半期会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 7,733 21,373

1年内返済予定の長期借入金 1,521 548

短期借入金 　※ 113,500 　 ―

未払金 132,789 77,266

未払費用 45,409 38,599

未払法人税等 865 1,718

未払消費税等 ― 3,848

前受金 10,856 ―

契約負債 6,862 14,283

預り金 225,879 153,186

その他 211 363

流動負債合計 545,628 311,188

固定負債

長期借入金 ― 200,000

資産除去債務 4,879 4,879

　固定負債合計 4,879 204,879

負債合計 550,508 516,068

純資産の部

株主資本

資本金 345,732 345,732

資本剰余金

資本準備金 145,732 145,732

資本剰余金合計 145,732 145,732

　利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △359,325 △482,618

利益剰余金合計 △359,325 △482,618

株主資本合計 132,139 8,846

新株予約権 900 900

純資産合計 133,039 9,746

負債純資産合計 683,547 525,814
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2023年１月１日

　至 2023年６月30日)

売上高 ※1 343,095

売上原価 120,704

売上総利益 222,390

販売費及び一般管理費 ※2 386,114

営業損失（△） △163,724

営業外収益

受取利息 1

補助金収入 24,802

助成金収入 15,856

雑収入 4,835

　営業外収益合計 45,495

営業外費用

支払利息 1,506

チャージバック損失 2,558

雑損失 567

　営業外費用合計 4,632

経常損失（△） △122,861

税引前四半期純損失(△) △122,861

法人税、住民税及び事業税 432

四半期純損失（△） △123,293
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △122,861

減価償却費 545

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △13

　受取利息 △1

支払利息 1,506

補助金収入 △24,802

助成金収入 △15,856

　チャージバック損失 2,558

売上債権の増減額(△は増加) 9,738

棚卸資産の増減額(△は増加) 269

未収入金の増減額(△は増加) 67,596

　未収消費税等の増減額（△は増加） 4,986

仕入債務の増減額(△は減少) 13,640

未払金の増減額(△は減少) △55,523

　未払費用の増減額（△は減少） △6,809

預り金の増減額(△は減少) △72,692

その他の資産の増減額(△は増加) △6,812

　その他の負債の増減額(△は減少) 12,707

小計 △191,821

利息の受取額 1

　利息の支払額 △1,537

補助金の受取額 24,802

助成金の受取額 5,000

　チャージバック損失による支払額 △2,558

法人税等の支払額 △865

営業活動によるキャッシュ・フロー △166,979

投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △405

　敷金の差入による支出 △804

差入保証金の返還による収入 3,251

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,041

財務活動によるキャッシュ・フロー

　短期借入金の純増減額（△は減少） △113,500

　長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △973

財務活動によるキャッシュ・フロー 85,527

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △79,410

現金及び現金同等物の期首残高 400,167

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 320,756
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※ 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく

借入金未実行残高は次のとおりであります。

前事業年度
（2022年12月31日）

当第２四半期会計期間
（2023年６月30日）

当座貸越極度額 200,000千円 250,000千円

借入実行残高 100,000 〃 ― 〃

差引額 100,000千円 250,000千円

(四半期損益計算書関係)

※１ 売上高の季節的変動

当第２四半期累計期間(自2023年１月１日 至2023年６月30日)

当社の四半期における業績は、第４四半期(10月～12月)において、売上高及び営業利益が偏重する傾向にあり

ます。これは、自治体支援サービスの実施が集中すること、ふるさと納税の需要が年末にピークになること等に

よるものです。一方、当社の第２四半期(４月～６月)は、自治体支援サービスが、自治体年度のスタートととも

に、自治体の事業発注先の選定などの準備期間にあたる等の理由から、他の四半期と比較して売上が減少する傾

向があり、業績に季節的変動があります。

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

第２四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

給料及び手当 　106,454千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

第２四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

現金及び預金 320,756千円

現金及び現金同等物 320,756千円

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年６月30日)

当社の事業は、関係人口創出事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

当第２四半期累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年６月30日)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年６月30日)

　一時点で移転される財及びサービス 342,450

　一定の期間にわたり移転される財及
びサービス

644

顧客との契約から生じる収益 343,095

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 343,095

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年６月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △73.94

(算定上の基礎)

四半期純損失（△）(千円) △123,293

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △123,293

普通株式の期中平均株式数(株) 1,667,500

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注）１．2023年12月期第２四半期の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、潜在株式は存在するもの

の、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できていないため、また、１株当たり四半期純損失である

ため記載しておりません。

２．当社は、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割を行っております。期首に当該株式

分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失を算定しております。
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(重要な後発事象)

（多額な資金の借入）

　当社は、2023年６月21日開催の取締役会において、以下のとおり借入の実行を決議し、借入契約を締結しており

ます。

1．資金調達の概要

　 ①資金の使途 運転資金

　 ②借入先 株式会社三井住友銀行

　 ③借入極度額 100,000千円

　 ④借入金額 100,000千円

　 ⑤借入金利 基準金利＋スプレッド

　 ⑥借入実行日 2023年７月31日

　 ⑦返済期限 2024年４月30日

　 ⑧担保の有無 無

（第三者割当による新株発行）

　当社は、2023年８月10日開催の取締役会において、以下のとおり第三者割当による新株の発行を決議しておりま

す。

1．新株発行の概要

　 ①募集方法 第三者割当

　 ②発行する株式の種類及び数 普通株式57株

　 ③発行価格 1株につき450,000円

　 ④発行価格の総額 25,650,000円

　 ⑤増加する資本金及び資本準備金の額 資本金 12,825,000円

　 資本準備金 12,825,000円

　 ⑥申込期日 2023年８月25日

　 ⑦割当先及び割当株式総数 PNB-INSPiRE Ethical Fund 1 投資事業有限責任組合 34株

　 小橋工業株式会社 23株

　 ⑧資金の使途 運転資金に充当する予定であります。

（新株予約権の発行）

　当社は、2023年８月10日開催の取締役会において、以下のとおり第12回新株予約権の発行を決議しております。

1．新株予約権の発行要領

　 ①新株予約権の発行日 2023年８月30日

　 ②付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 ３

　 当社従業員 ３

　 ③新株予約権の数（個） 146

　 ④新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株） 普通株式146

　 ⑤新株予約権の行使時の払込金額（円） 450,000

⑥新株予約権の行使期間 2025年８月26日～2033年８月25日

　 ⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 発行価格 450,000

発行価格及び資本組入額（円） 資本組入額 225,000
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（新株予約権の行使）

　当社が発行した「第１回新株予約権」について、以下のとおり2023年７月１日から2023年８月31日までに権利行

使が行われております。

1．新株予約権の行使の概要

　 ①新株予約権の行使数 900個

　 ②発行した株式の種類及び株式数 普通株式900株

　 ③資本金の増加額 22,950,000円

　 ④資本準備金の増加額 22,950,000円

（株式分割及び単元株制度の採用）

　当社は、2023年８月16日開催の取締役会決議に基づき、2023年９月２日付をもって株式分割を行っております。

また、2023年８月30日開催の臨時株主総会決議に基づき、2023年９月２日付で定款の一部を変更し単元株制度を採

用しております。

　 １．株式分割、単元株制度の採用の目的

　当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、１単元を100

株とする単元株制度を採用いたしました。

　 ２．株式分割の概要

　 ①分割方法

2023年９月１日を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、普通株式

１株につき250株の割合をもって分割しております。

　 ②分割により増加した株式数

　 株式分割前の発行済株式総数 7,627株

今回の分割により増加する株式数 1,899,123株

株式分割後の発行済株式総数 1,906,750株

　 株式分割後の発行可能株式総数 7,627,000株

③分割の日程

　 基準日公告日 2023年８月17日

基準日 2023年９月１日

効力発生日 2023年９月２日

④１株当たり情報に与える影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたものと仮定して算出しており、これによ

る影響については、当該箇所に記載しております。

　 ３．単元株制度の採用

　単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。

　



17

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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